
有限責任事業組合⺠法上の組合合同会社合資会社合名会社

有限責任無限責任(間接)有限責任社員
のみ

(直接)無限責任社員
(直接)有限責任社員

(直接)無限責任社員
のみ

社員の
責任

財産のみ
各当事者が
財産、労務、
信⽤を出資

財産のみ
無限責任社員
→財産・労働・信⽤
有限責任社員
→財産のみ

財産（⾦銭、現物）
労務
信⽤（担保とか）
でもOK

出資

なし（契約）あり（会社）法⼈格
対抗要件なし必要（設⽴要件）登記

構成員課税（パススルー課税）法⼈課税課税
2⼈以上1⼈でもOK2⼈以上1⼈でもOK⼈数

他の社員全員の承諾持分の譲渡

その他 業務を執⾏しない有限責任社員の場合
業務執⾏社員全員の承諾

定款で⼀部の社員を業務執⾏社員にできる

原則

例外

*新規上場基準、上場維持基準ともに
グローススタンダードプライム

⾼い成⻑可能性を有する企業向け
の市場

公開された市場における投資対象と
して⼗分な流動性とガバナンス⽔準
を備えた企業向けの市場

グローバルな投資家との建設的な対
話を中⼼に据えた企業向けの市場コンセプト

150⼈以上400⼈以上800⼈以上株主数*
1,000単位以上2,000単位以上20,000単位以上流通株式数*

5億円以上10億円以上100億円以上流通株式時価総額*
－－時価総額250億円以上新規上場基準売買

代⾦ 売買⾼︓⽉平均10単位以上売買⾼︓⽉平均10単位以上平均売買代⾦0.2億円以上上場維持基準
25%以上25%以上35%以上流通株式⽐率*

－最近1年間の利益が
1億円以上

最近2年間の利益合計が
25億円以上、売上⾼100億円以上

かつ時価総額1,000億円以上
収益基盤（新規）

－純資産額が正であること純資産50億円以上新規上場基準財務
状態 －純資産額が正であること純資産額が正であること上場維持基準

いつまで⾒せる︖いつまでに出す︖誰が出す︖書類名
5年間なし（提出しないと売り出せない）有価証券の募集or

売出しをする発⾏者
有価証券届出書発⾏

開⽰ なし（直接投資者へ）あらかじめ（or売付けと同時）⽬論⾒書
5年間事業年度終了後3か⽉以内上場企業有価証券報告書

継続
開⽰

5年間半期終了後45⽇以内
※特定特定事業会社は60⽇以内上場企業半期報告書

5年間発⽣後遅滞なく有価証券報告書提出会社臨時報告書
5年間有価証券報告書と併せて提出上場企業内部統制報告書

上場している会社は内閣総理⼤⾂に情報開⽰書類を出す必要がある

⽇本版LLC
Limited Liability Company

LLP
Limited Liability Partnership

縦覧期間

↑の半分

2022年4⽉〜再編

持分会社と組合持分会社と組合

株式市場株式市場

出してね

10倍 2倍

覚え⽅︓名刺どう︖無名だけど…
（名・資・同 無限＝名）

覚え⽅︓はしイチゴ
(8・4・15)

SHEET7 持分会社と組合・株式市場

1. 株式市場の市場区分

2. 情報開⽰書類


